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研究成果の概要（和文）：　本研究ではエビデンス・ベースト・アプローチと機械学習アプローチにより、営業
スキルと個人業績の関係を科学的に解明することを目的とした分析をおこなった。
　法人営業に携わる営業員を対象としたアンケート調査をおこない、その収集データを用いた因子分析とクラス
ター分析を実施した。また、ビッグファイブ性格診断のアンケートを実施し、法人営業活動に従事するセールス
パーソンとそれ以外の職種の比較をおこなった。最後に、クラスター分析の結果を用いてベイジアンネットワー
クによるネットワーク構造をおこない、営業員の個別営業スキルの構造を解明した。

研究成果の概要（英文）： In this research, we conducted an analysis aimed at elucidating 
scientifically the relationship between sales skills and individual performance by using 
evidence-based approach and machine learning approach.
A questionnaire survey was conducted targeting sales personnel engaged in corporate sales, and 
factor analysis and cluster analysis were performed using the collected data. In addition, we 
conducted a questionnaire about the Big Five personality diagnosis and compared the sales persons 
engaged in corporate sales activities with other occupations. Finally, using the result of cluster 
analysis, we constructed a network structure by Bayesian network, and elucidated the structure of 
individual sales skill of sales staff.

研究分野： 営業管理
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　アカデミズムによる研究があまり進んでいなかった営業分野について科学的な解明が進み、営業活動に対する
知見と理解が深まることの意義は大きい。その結果、労働環境の改善、労働生産性の向上、人的資源の有効活用
につながることが期待できる。営業スキルと個人業績の関係が明らかすることで、営業活動の客観的な評価指標
の開発に発展する可能性がある。それらは、企業における研修プログラムやセミナーのプログラム開発の際に有
効な指針として用いることがことが期待できる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
営業活動は企業における売上の実現に深く関わっているため、もっとも重要なビジネス活動

の一つである。また、営業職に従事する職業人の数は多く、現在我が国では 853 万人いるとさ
れており、これはホワイトカラー全体に対して約 25 パーセントの割合を占めている(総務省調
査)。また、昨今の社会における人工知能の広がりによって、多くの仕事がコンピューターに奪
われると指摘されている。 
こうした中、営業活動は人的側面が重視される特性からコンピューターによる代替が難しい

ため、人間が就く職業としてその重要性はさらに高まっているといえる。このように重要な意味
を持っていながら、営業活動に対する研究は我が国においてはあまり活発におこなわれてきた
とは言いがたい。Richards ら(2010)は、営業研究における米国人以外の研究者が近年急増して
いると指摘しているが、それでもアジア系の研究者の割合は 0.6％にとどまっている。営業関連
の実用書は多く刊行されているが、学術書では石井等(1995）、田村(1999)、高嶋(2002)によるも
のがある程度であり、学術論文等でも営業組織や営業管理の視点からの研究(清宮 2004; 松尾
1998)はあるが、営業活動そのものに焦点を当てた研究はほとんど見当たらないといえる。営業
職に従事する職業人の数は多いにもかかわらず、営業活動そのものに焦点を当てた研究は、我が
国ではあまり盛んであるといえないのである。 
申請者は企業業績に影響する要因として消費者に注目し、コンピューター・シミュレーション

による研究をおこなってきた。本研究では企業側の視点に立ち、消費者との接点である従業員
(営業員)に焦点をあてた。とりわけ、営業員の個人業績の積み重ねが企業全体の業績であること
から、営業スキルと個人業績の関係を科学的な手法で解明することが有意義であると考えた。 
 
 
２．研究の目的 
 
営業スキルと個人業績の関係が明らかすることで、営業活動の客観的な評価指標の開発に発

展する可能性がある。それらは、企業における研修プログラムやセミナーのプログラム開発の際
に有効な指針として用いることがことが期待できる。最終的には、労働環境の改善、労働生産性
の向上、人的資源の有効活用につながることなども期待した。 
そのためにはエビデンスに基づく分析と考察が必要であること、また、多岐にわたる営業スキ

ルについて、その全体像をネットワーク構造で体系化できるような分析手法が有用である。エビ
デンス・ベースト・アプローチは、実証研究で確認された法則や定型化された事実法則を実践に
応用するための試みであり、近年、経営学分野においてもその重要性が指摘されている(Hambrick, 
2007; Rousseau, 2006)。 
本研究では、機械学習の一種であるベイジアンネットワークを用いて、多岐にわたる営業スキ

ルの全体像をネットワーク構造で体系化することを目指した。ベイジアンネットワークは、複雑
な要因間の因果関係を解明する際に有効であるとされている(Pearl, 2009)。営業スキル間の因
果関係がわかれば、営業スキルを習得する順序がわかり、効果的な営業スキル習得のための指針
を開発することができるため重要である。また、機械学習の特性として、多数の変数を対象とし
て多数回の反復分析をすることが可能である。ネットワーク構造の生成過程において、従来の常
識から逸脱するような組合せが出現することがある。そこから考察をすすめることによって、固
定概念にとらわれない意外性のある知見の獲得も期待した。 
 
 

 
 



 
３．研究の方法 
 
研究活動全体は、下記の三種類の研究内容から構成されている。 
 
(1)営業スキルの要因構造分析をおこなう： 

○因子分析や共分散構造分析をおこない、営業スキルの全体像についての要因構造を
分析する。 

○営業スキルと個人業績の関係を解明し、好業績に結びつく営業スキルを特定する。 
(2)対照比較分析をおこなう： 

○個人業績評価をコントロールとして、因子分析の結果をもとに対照比較した結果を
分析する。 

○自己評価／他者評価の乖離度合いや企業間スコアの差異について対照比較分析をお
こなう。 

(3)営業スキルをネットワーク構造で体系化する： 
○機械学習アプローチを用いて、多岐にわたる営業スキルをネットワーク構造で体系
化する。 

○ネットワーク構造内での営業スキルの役割や営業スキル間の関係を分析する。 
 
 
４．研究成果 
 
本研究ではエビデンス・ベースト・アプローチと機械学習アプローチにより、営業スキルと個

人業績の関係を科学的に解明することを目的とした分析をおこなった。法人営業に携わる営業
員を対象としたアンケート調査をおこない、その収集データを用いた因子分析とクラスター分
析を実施した。また、ビッグファイブ性格診断のアンケートを実施し、法人営業活動に従事する
セールスパーソンとそれ以外の職種の比較をおこなった。最後に、クラスター分析の結果を用い
てベイジアンネットワークによるネットワーク構造をおこない、営業員の個別営業スキルの構
造を解明した。 
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